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リ
ー
ス
税
制
、外
形
標
準
課
税
の
減
資
対
応
等

今
期
適
用
さ
れ
る
改
正
項
目

に
お
け
る
申
告
時
の
留
意
事
項

第１章
【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
所
有
権
移
転
外
リ
ー
ス
取
引
に
お
け
る

借
手
の
減
価
償
却
計
算
の
残
価
保
証
の

取
扱
い
に
つ
い
て
、届
出
書
の
提
出
と
損

金
経
理
を
要
件
と
し
て
、経
過
措
置（
経

過
リ
ー
ス
期
間
定
額
法
）を
適
用
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

●
フ
リ
ー
レ
ン
ト
期
間
の
定
め
の
あ
る
契

約
に
お
け
る
借
手
の
取
扱
い
と
し
て
、

課
税
上
弊
害
が
あ
る
も
の
以
外
は
損
金

経
理
を
要
件
と
し
て
賃
料
総
額
を
賃
借

期
間
全
体
で
按
分
し
た
金
額
を
、賃
借

期
間
中
の
各
事
業
年
度
に
損
金
算
入
さ

れ
る
こ
と
と
な
る
。

●
外
国
子
会
社
合
算
税
制
に
お
い
て
、事

務
負
担
軽
減
の
た
め
、合
算
時
期
の
変

更
と
添
付・保
存
書
類
の
簡
素
化
が
図

ら
れ
る
改
正
が
行
わ
れ
た
。

●
外
形
標
準
課
税
に
お
け
る
対
象
法
人
の

範
囲
が
見
直
さ
れ
、事
業
年
度
末
の
資

本
金
が
１
億
円
超
の
法
人
と
い
う
基
準

を
維
持
し
つ
つ
、事
業
年
度
末
の
資
本
金

が
１
億
円
以
下
で
あ
っ
て
も
、前
事
業
年

度
に
外
形
標
準
課
税
の
対
象
で
あ
り
、

か
つ
、資
本
金
と
資
本
剰
余
金
の
合
計

額
が
10
億
円
超
で
あ
る
法
人
は
外
形
標

準
課
税
の
対
象
と
な
る
。

所
有
権
移
転
外
リ
ー
ス
取

引
に
お
け
る
借
手
の
減
価

償
却
計
算（
残
価
保
証
の

取
扱
い
）

現
行
の
リ
ー
ス
会
計
基
準
の
所
有
権
移

転
外
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
の
借
手
に

よ
る
残
価
保
証
額
に
つ
い
て
、
リ
ー
ス
料

総
額
に
含
ま
れ
た
う
え
で
リ
ー
ス
資
産
の

残
存
価
額
と
さ
れ
、
要
償
却
額
か
ら
控
除

さ
れ
る
。
税
務
上
も
、
残
価
保
証
額
は
要

償
却
額
か
ら
控
除
さ
れ
る
取
扱
い
と
な
っ

て
い
る（
改
正
前
の
法
令
48
の
２
）。

新
リ
ー
ス
会
計
基
準
に
お
い
て
、
残
価

保
証
額
に
基
づ
く
支
払
見
込
額
を
借
手

の
リ
ー
ス
料
に
含
め（
新
リ
ー
ス
会
計
基

準
19
項
）、
所
有
権
移
転
外
リ
ー
ス
に
つ

い
て
、
残
存
価
額
を
ゼ
ロ
と
し（
新
リ
ー

ス
会
計
基
準
38
項
）、
残
価
保
証
額
を
取

得
価
額
か
ら
控
除
し
な
い
。
税
務
上
、

２
０
２
７
年
４
月
１
日
以
後
締
結
さ
れ
る

契
約
に
お
い
て
、
所
有
権
移
転
外
リ
ー
ス

取
引
に
つ
い
て
、
残
価
保
証
額
を
取
得
価

額
か
ら
控
除
せ
ず
リ
ー
ス
資
産
を
減
価
償

却
す
る（
改
正
後
の
法
令
48
の
２
）。
つ
ま

り
、
残
価
保
証
額
が
要
償
却
額
に
含
ま
れ

る
。
備
忘
価
額
１
円
に
達
す
る
ま
で
減
価

償
却
で
き
る（
法
令
61
①
二
イ
）。

税
務
上
、
２
０
２
７
年
３
月
31
日
以
前

に
締
結
さ
れ
る
所
有
権
移
転
外
リ
ー
ス
取

引
に
つ
い
て
、
リ
ー
ス
資
産
の
改
定
取
得

価
額（
取
得
価
額
か
ら
税
務
上
損
金
算
入

さ
れ
た
償
却
累
計
額
を
控
除
し
た
金
額
）

を
残
リ
ー
ス
期
間
で
償
却
で
き
る
経
過
措

置（
経
過
リ
ー
ス
期
間
定
額
法
）が
設
け
ら

れ
た
。
経
過
措
置
の
適
用
に
あ
た
っ
て
、

適
用
事
業
年
度
の
確
定
申
告
書
の
提
出
期

限
ま
で
の
経
過
リ
ー
ス
期
間
定
額
法
の
届

出
書
の
提
出
と
、
損
金
経
理
が
要
件
と

な
っ
て
い
る（
図
表
１
）。

経
過
リ
ー
ス
期
間
定
額
法
を
適
用
し
よ

う
と
す
る
場
合
、
残
価
保
証
額
が
含
ま
れ
て

い
る
対
象
資
産
す
べ
て
に
適
用
す
る
必
要
が

あ
る
。
経
過
リ
ー
ス
期
間
定
額
法
の
届
出

書
に
お
い
て
、
経
過
措
置
を
適
用
す
る
リ
ー

ス
資
産
の
種
類
ご
と
の
改
定
取
得
価
額
の

合
計
額
な
ど
を
記
載
す
る
。
こ
の
届
出
書

は
、
適
用
初
年
度
に
提
出
す
れ
ば
そ
の
後

の
事
業
年
度
に
再
提
出
は
不
要
で
あ
る
。

新
リ
ー
ス
会
計
基
準
の
早
期
適
用
を
行

わ
な
い
場
合
、
損
金
経
理
の
要
件
を
満
た

さ
ず
、
経
過
措
置
の
適
用
は
難
し
い
と
考

え
ら
れ
る
。

フ
リ
ー
レ
ン
ト
期
間
の
定

め
の
あ
る
契
約
に
お
け
る

借
手
の
取
扱
い

新
リ
ー
ス
会
計
基
準
に
お
い
て
、
従
来

明
確
で
な
か
っ
た
フ
リ
ー
レ
ン
ト
期
間
に


